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第１ 東大和市デジタル田園都市構想総合戦略アクションプランの策定の趣旨  

 

１ これまでの地方創生の取組 

国は、平成２６年（２０１４年）に、急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、将来にわたっ

て活力ある日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ

計画的に実施していくことを目的として、「まち・ひと・しごと創生法（以下「創生法」といい

ます。）」を施行しました。 

東大和市（以下「市」といいます。）では、これまで、創生法の規定に基づき、第二次基本構

想（平成１４年（２００２年）～令和３年度（２０２１年度））及び第四次基本計画（平成２５

年度（２０１３年度）～令和３年度（２０２１年度））を上位計画とした地方版総合戦略として

「東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成２７年度（２０１５年度）～平成３１年度

（２０１９年度））」を平成２７年（２０１５年）１０月に策定しました。その後、上位計画であ

る第二次基本構想及び第四次基本計画の計画期間と整合を図るために、計画期間を２か年延伸し

た「東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略（補正版）（平成２７年度（２０１５年度）～令

和３年度（２０２１年度））」を令和２年（２０２０年）３月に策定し、地方創生の取組を進めて

きました。 

 

 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度

（2015年度） （2016年度） （2017年度） （2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度）

基本構想

基本計画

地方版総

合戦略

【参考】

国の総合

戦略

年度

第二次基本構想（平成14年～令和3年度）

第四次基本計画（平成25年度～令和3年度）

東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略
（平成27年度～31年度）

東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略（補正版）
（平成27年度～令和3年度）（令和２年３月に計画期間を２か年延伸）

まち・ひと・しごと創生総合戦略
（平成27年度～31年度）

第2期まち・ひと・しごと
創生総合戦略
（令和2年度～6年度）
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２ 第五次基本計画と地方版総合戦略 

市では、令和４年度（２０２２年度）を初年度とする東大和市総合計画「輝きプラン」を策定

しました。「輝きプラン」は、第三次基本構想（令和４年度（２０２２年度）～令和２３年度

（２０４１年度））、第五次基本計画（令和４年度（２０２２年度）～令和１３年度（２０３１

年度））及び実施計画で構成されており、市の最上位計画に位置付けられています。市では、

「輝きプラン」に基づき、少子高齢化と人口減少が急速に進展する中にあっても、市民の皆様が

いきいきと活動する、活力あるまちづくり、持続可能なまちづくりを進めることとしています。 

一方、「東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略（補正版）」の計画期間が、令和３年度（２

０２１年度）までとなっていたことから、市では、令和４年度（２０２２年度）を初年度とする

次期の地方版総合戦略を策定する必要がありました。 

このような状況の中、第五次基本計画は、急速に進展している少子高齢化や人口減少に対応

し、活力あるまち、持続可能なまちを目指すこととしており、地方版総合戦略と基本的な考え方

が一致していることから、次期の地方版総合戦略については、第五次基本計画に包含して策定さ

れました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 東大和市デジタル田園都市構想総合戦略アクションプランの策定 

次期の地方版総合戦略は、第五次基本計画に包含されましたが、第五次基本計画の第 1 編第１

章の「第３節 東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略の包含」において、次期の地方版総合

戦略の推進に関して必要な事項については、実行計画（アクションプラン）で定めるものとする

とされました。 

このことから、令和元年（２０１９年）に策定された国の第２期まち・ひと・しごと創生総合

戦略（令和２年度（２０２０年度）～令和６年度（２０２４年度））を勘案し、令和４年（２０２

２年）３月に第２期東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略アクションプラン（令和４年度（２

０２２年度）～令和８年度（２０２６年度））を策定しました。 

その後、国は、令和４年（２０２２年）１２月に、第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略を

抜本的に改訂し、デジタル田園都市国家構想総合戦略（令和５年度（２０２３年度）～令和９年

度（２０２７年度））を策定しました。国においては、この新たな総合戦略に基づき、「全国どこ

でも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、

デジタル技術の活用によって、地域の個性を生かしながら地方の社会課題の解決や魅力向上の取

組を加速化・深化することとしています。 

 

まち・ひと・しごと創生とは 

我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをか

けるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境

を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくため、国民一人一人が夢

や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地

域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力ある多様な就業の機

会の創出を一体的に推進することをいいます。 
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市においては、創生法第１０条の規定に基づき、国の総合戦略を勘案して、市町村まち・ひと・

しごと創生総合戦略を定めるよう努めなければならないとされていることから、国のデジタル田

園都市国家構想総合戦略を勘案し、第五次基本計画に包含された地方版総合戦略の実行計画とし

て、この東大和市デジタル田園都市構想総合戦略アクションプラン（以下「総合戦略アクション

プラン」といいます。）を策定するものです。 

なお、この総合戦略アクションプランの策定をもって、第２期東大和市まち・ひと・しごと創

生総合戦略アクションプランは、廃止するものとします。 

 

 

 

 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

（2022年度） （2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

基本構想

基本計画

地方版総

合戦略

地方版総

合戦略の

実行計画

（アクショ

ンプラン）

【参考】

国の総合

戦略

年度

第三次基本構想（令和4年度～23年度）

第五次基本計画（令和4年度～13年度）（地方版総合戦略を包含）

東大和市デジタル田園都市構想総合戦略
アクションプラン（令和5年度～9年度）

デジタル田園都市国家構想総合戦略
（令和5年度～9年度）

輝

き

プ

ラ

ン

（第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略

の抜本的改訂）

第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略

（令和2年度～6年度）

第２期東大和市まち・ひと・しごと創生総合

戦略アクションプラン（令和4年度～8年度）
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４ 計画期間  

  総合戦略アクションプランの計画期間は、デジタル田園都市国家構想総合戦略を勘案し、令和

５年度（２０２３年度）から令和９年度（２０２７年度）までの５年間とします。ただし、計画

期間内であっても、社会・経済情勢の変化等に応じて、必要な見直しを行います。 

 

計画の位置づけ 

 

５ 総合戦略アクションプランとＳＤＧｓ 
  ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、平成２７年（２０１５

年）の国連サミットで採択された国際目標です。 

市では、ＳＤＧｓで掲げられている１７のゴールについて、地方自治体の取組と密接な関連が

あり、地方自治体の取組そのものが、ＳＤＧｓの達成につながるものであると考えています。 

そして、第五次基本計画では、第五次基本計画で定めた施策を推進することにより、ＳＤＧｓ

の達成に取り組んでいくことにしています。 

総合戦略アクションプランにおいても、総合戦略アクションプランで掲げる施策や事業を推進

することにより、ＳＤＧｓの達成に取り組んでいきます。なお、総合戦略アクションプランと密

接な関連のあるゴールは、次のゴールです。  
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第２ 市を取り巻く社会・経済情勢等 
    

 

 

市を取り巻く社会・経済情勢等については、第五次基本計画の第１編第３章の「第１節 国内

外を取り巻く社会・経済情勢」、「第２節 市を取り巻く社会・経済情勢」及び「第３節 市の財

政状況」のとおりです。 

  
まち・ひと・しごと創生アドバイザーからのコラム 
 

東大和市では、平成２７年度から牧瀬稔氏【関東学院大学法学部地域創生学科教授、

（兼務）社会構想大学院大学特任教授（策定日現在）】をまち・ひと・しごと創生アドバ

イザーに迎え、人口減少の抑制を目指して地方創生の取組を進めています。 
このアクションプランでは、これまでの検討内容を踏まえ、牧瀬アドバイザーからコラ

ムを執筆していただいています。牧瀬アドバイザーからの示唆にとんだコラムは、他には
ないこのアクションプランの特長になっています。 

 

VUCA の時代を乗り越える東大和市デジタル田園都市構想総合戦略 

近年、よく耳にする言葉に「VUCA」(ブーカ)があります。VUCAとは「Volatility」(不安

定)、「Uncertainty」（不確実）、「Complexity」（複雑)、「Ambiguity」(不透明)の頭文字をつな

ぎ合わせた概念です。しばしば、未来の予測が難しくなる状況のことを意味します。 

VUCAの時代を乗り越える一つの指南書が『東大和市デジタル田園都市構想総合戦略アクショ

ンプラン』と言えます。このプランで書かれている政策（施策や事業を含む）を確実に実行し

ていけば、東大和市の未来は、より明るくなると考えます。なお、東大和市デジタル田園都市

構想総合戦略そのものは「第五次基本計画」に包含されて策定しています（詳細は 19頁のコラ

ムをご覧ください。）。 

「第五次基本計画」の中に東大和市デジタル田園都市構想総合戦略が包含されています。具

体的な政策（施策や事業を含む）の一覧表が、このアクションプランと言えます。 

地方自治体あるあるですが（ちなみに「あるある」とは辞書に「多くの人間が見かけた経験

を持つほど頻繁におこる状況や、頻繁に聞く言動などを意味する語」と書かれています。）、行

政計画を用意すると、行政計画に記入している政策（施策や事業を含む）を進めることが目的

化される傾向があります。この状況は「木を見て森を見ず」と言えます。 

もちろん、政策（施策や事業）を進めることは大事ですが、行政計画で掲げている大きな目

標を達成することが大事です。このアクションプランは、「人口減少の抑制」と「地域の活性

化」が大きな目標です。森をしっかり見て、この計画を進めていきたいと思います。（牧瀬稔） 

【 コ ラ ム 】 
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第３ 人口ビジョン 
 

 

   

  第五次基本計画の第１編第３章の「第２節 市を取り巻く社会・経済情勢」で示した「当市の

人口動態」、「将来人口の見通し」等に加え、人口の現状と将来展望等については、次のとおりで

す。 

１ 人口の現状 

（１）人口の推移  

   

市の住民基本台帳における人口は、平成２７年（２０１５年）の８６，１６２人をピークに

減少傾向となり、令和２年（２０２０年）の人口は、８５,３０１人となりました。令和３年 

（２０２１年）の人口は、８５,３１７人に増加した後、令和４年（２０２２年）は８５，２８５人  

となり、令和２年（２０２０年）からほぼ横ばいで推移してきましたが、令和５年（２０２３

年）には、８４，８７０人となり、前年に比べ４１５人の減少となりました。令和６年（２０

２４年）には、前年に比べ２１５人増加し、８５，０８５人になりました。 
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（２）出生数・死亡数の推移   

 

    出生数については、平成２６年（２０１４年）の転入者の増加に連動するように平成２７

年（２０１５年）に大きく増加しましたが、それ以降は、減少傾向で推移しています。 

    死亡数については、高齢化の影響から増加傾向であり、平成２８年（２０１６年）以降は、

出生数と死亡数の差が拡大傾向です。 

  

子ども家庭支援センター「かるがも」でのようす 



8 

 

（３）合計特殊出生率の推移 

 

合計特殊出生率については、出生数が増加した平成２７年（２０１５年）には、１．６７

と全国平均の１．４５を大きく上回り、多摩地域２６市では第１位となりました。その後

も、多摩地域２６市では、平成２８年（２０１６年）が１．４８で第３位、平成２９年

（２０１７年）が１．５９で第１位、平成３０年（２０１８年）が１．４７で第２位となり

ました。平成２９年（２０１７年）以降は、合計特殊出生率は減少傾向であり、平成３１年

（２０１９年）から令和４年（２０２２年）までは全国平均以下の数値で推移しています。 

  
スケートリンクで遊ぶ親子 
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（４）転入数・転出数の推移   

 

転入数と転出数は、平成２７年（２０１５年）以降、転出超過傾向でしたが、平成３０年

（２０１８年）及び平成３１年（２０１９年）には、転入数と転出数が拮抗し、令和２年

（２０２０年）から令和５年（２０２３年）までには、転入超過となりました。また、転入

数の増加の要因の一つには、次の（５）市内住宅新築数があると考えられます。 

  

多摩モノレール開通により、交通利便性が向上しました。 
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（５）市内住宅新築数 

   

平成２４年（２０１２年）及び平成２５年（２０１３年）には、１年当たり３００戸を超

える大規模マンションが新築されました。また、平成３１年（２０１９年）にも、１００戸

規模のマンションが新築されました。 

 

２ 人口の将来推計 

  第三次基本構想及び第五次基本計画の策定に当たり、住民基本台帳人口に基づき人口の将来推

計を行い、東大和市人口推計調査報告書（令和元年１０月）（以下「人口推計調査報告書」といい

ます。）にまとめられました。 

人口推計調査報告書による将来推計では、合計特殊出生率については、推計実施時の直近値（平

成２９年（２０１７年））を基に、令和４２年（２０６０年）までの間、１．５７～１．５９で推

移すると見込まれています。 

また、生残率（死亡率）については、国立社会保障・人口問題研究所が設定している生残率を

基に、移動率については、平成２６年（２０１４年）から平成３１年（２０１９年）までの実績

に基づき算出された値を用いています。 
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転入数から転出数を差し引いた純移動数については、令和４２年（２０６０年）までの間の１

年当たりを平均すると、３００人超の転入超過で推計されています。 

その結果、人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将来推計（推計対象期間は令和２年

（２０２０年）から令和４２年（２０６０年）まで）については、令和４２年（２０６０年）に

７１，４２５人になることが見込まれています。 

 

 

３ 人口の将来展望 

国では、令和元年（２０１９年）１２月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年

改訂版）」を策定し、その中の国の人口の長期的展望では、仮に合計特殊出生率が令和１２年

（２０３０年）に１．８程度、令和２２年（２０４０年）に２．０７程度と上昇した場合には、

令和４２年（２０６０年）に１０，１８９万人の人口を見込んでいます。 

また、市では、「東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「東大和市まち・ひと・しご

と創生総合戦略（補正版）」（以下これらを「第１期総合戦略」といいます。）の人口の将来展望に

おいて、国が平成２６年（２０１４年）１２月に策定した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョ

ン」で想定していた合計特殊出生率として、令和２年（２０２０年）に１．６、令和１２年

（２０３０年）に１．８となり、その上で１．８が令和４２年（２０６０年）まで維持した場合

を想定して将来人口を見込んでいました。 

これらのことを踏まえ、第２期東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略アクションプランで

は、市の人口の将来展望として、人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将来推計を基に、

合計特殊出生率及び移動率を加味して、次のパターンの将来推計を行いました。 
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人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将来推計では、令和４２年（２０６０年）の人口

を７１，４２５人と推計しています。 

パターン別の人口の将来推計では、令和４２年（２０６０年）には、パターン 1 では７６，０５

１人、パターン２では７４，０７１人となり、参考のパターン３では６０，６５５人と大きく減少す

ることになります。  

合計特殊出生率について人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将来推計の合

計特殊出生率から、令和８年（２０２６年）に１．６程度、令和１２年（２０３０年）

に１．８程度、令和２２年（２０４０年）に２．０７程度、２．０７程度が令和４２年

（２０６０年）まで続いた場合の推計（合計特殊出生率の推移については国の「まち・

ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」と同様にしたもので、純移動数につ

いては人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将来推計と同程度としたもの） 

パ
タ
ー
ン
１ 

合計特殊出生率について人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将来推計の合

計特殊出生率から、令和８年（２０２６年）に１．６程度、令和１２年（２０３０年）

に１．８程度、１．８程度が令和４２年（２０６０年）まで続いた場合の推計（合計特

殊出生率の推移については第１期総合戦略の人口の将来展望と同様にしたもので、純移

動数については人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将来推計と同程度とし

たもの） 

パ
タ
ー
ン
２ 

合計特殊出生率について平成３０年（２０１８年）１．４７及び平成３１年（２０１９

年）１．３４の２か年実績の平均の１．４程度が令和４２年（２０６０年）まで続き、

純移動数については令和４２年（２０６０年）まで転出と転入が拮抗して０と想定した

場合の推計 

パ
タ
ー
ン
３
（
参
考
） 
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また、パターン別の人口の将来推計のうち、第五次基本計画の計画期間である令和４年（２０２２年）

から令和１３年（２０３１年）までの１０年間を抽出すると次のとおりとなります。 

  

 
意欲的な目標人口の背景 

 

この『東大和市デジタル田園都市構想総合戦略アクションプラン』における目標人口の決定に

ついて記しておきます。今回、アクションプランで設定した目標人口は意欲的
．．．

な数字です。 

意欲的な数字は、担当課だけで決めたわけではありません。例えば、東大和市は地方創生に関

係する各課の課長職の集まりである「東大和市魅力あるまちづくり推進プロジェクトチーム」が

あります。同プロジェクトチームで意見交換しました。 

同プロジェクトチームにおいて、目標人口が意欲的すぎて、一部には慎重な意見もありました。

しかし最終的には「確実に達成できる目標値を掲げるよりも、意欲的な数字を設定したほうが全

体の士気が高まるだろう」という趣旨にまとまり、意欲的な目標人口となりました。 

意欲的な目標人口となっていますが「根拠がまったくない」というわけではありません（当た

り前ですが）。しっかり確実に取り組んで行けば、設定した目標人口は実現できる内容と考えてい

ます。なお、同プロジェクトチームには、東大和市職員だけで構成されるのではなく、リコージャ

パン株式会社から２名参画しています。地方自治体の独りよがりではなく、民間企業の見解も踏

まえ決定した目標人口になります。 

意欲的の意味は、辞書に「物事を積極的にやろうとする気持があふれている様子」とあります。

このアクションプランを基本として、目標人口を達成しようと積極的にやろうとする気持があふ

れている様子を創り出していけるかがポイントと考えます（牧瀬稔）。 
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第４ 国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」における施策の方向性 
 

 

 

国では、令和４年（２０２２年）１２月に、第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に

改訂し、デジタル田園都市国家構想総合戦略を策定しましたが、その中では次のように示されて

います。 

 

（１）「デジタル田園都市国家構想」の実現 

   デジタル田園都市国家構想総合戦略では、「デジタル田園都市国家構想」の実現とは、地域の

実情に応じてあらゆる分野でデジタルの技術を有効に活用しつつ、デジタルトランスフォーメ

ーション（ＤＸ）（注）を強力に推進し、全国津々浦々でＤＸ が進展することで、新たなサービ

スの創出、地域社会の持続可能性の向上、Well-being （地域幸福度）の実現等を通じてデジタ

ル化の恩恵を国民や事業者が享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で快適に暮ら

せる社会」の実現を図ることとしています。 

  （注：デジタル技術の活用による新たな商品・サービスの提供、新たなビジネスモデルの開発を

通して、社会制度や組織文化なども変革していくような取組を指す概念） 

 

（２）これまでの地方創生の取組の継承と発展 

また、デジタル田園都市国家構想総合戦略では、これまでの地方創生の取組の継承と発展に

ついて、「地方においては、これまで「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の下、様々な地域の

社会課題解決・魅力向上に向けた取組が行われており、地域活性化につながった事例も数多く

存在する。今後は、こうした流れをデジタルの力を活用して継承・発展させていくことが肝要

である。また、デジタル田園都市国家構想の実現に当たっては、これまでの地方創生の各種取

組についても、デジタル活用に限定することなく、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成

果や知見に基づき、改善を加えながら推進していくことが重要である」としています。 

 

（３）地方と国の役割分担 

これらのことを踏まえ、「地域においては、それぞれが抱える社会課題について、地方公共団

体を中心として十分に議論、認識した上で、その解決を図っていくため、自らの地域ビジョン

（地域が目指すべき理想像）を描き、デジタル技術を活用しつつ、①地方に仕事をつくる、②

人の流れをつくる、③結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④魅力的な地域をつくるという

４つの取組を進めていくことが求められる。このため、地方公共団体は、デジタル田園都市国

家構想総合戦略を勘案し、地域の個性や魅力を生かした地域ビジョンを再構築し、地方版総合

戦略を改訂するよう努め、具体的な地方活性化の取組を果敢に推進するものとする」としてい

ます。 
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一方で、「国においては、デジタル田園都市国家構想の実現に向け、引き続き、デジタル実装

の前提となる３つの取組（ハード・ソフトのデジタル基盤整備、デジタル人材の育成・確保、

誰一人取り残されないための取組。以下「デジタル実装の基礎条件整備」といいます。）を強力

に推進する」としています。 

 

デジタル田園都市国家構想総合戦略における施策の方向 

 

〇 デジタルの⼒を活⽤した地⽅の社会課題解決・魅力向上 

 デジタルの力を活用して地方の社会課題解決に向けた取組を加速化・深化 

１ 地⽅に仕事をつくる 

２ ⼈の流れをつくる 

３ 結婚・出産・⼦育ての希望をかなえる 

４ 魅⼒的な地域をつくる 

 

〇 デジタル実装の基礎条件整備 

 デジタル実装の前提となる取組を国が強力に推進 

１ デジタル基盤の整備 

２ デジタル⼈材の育成・確保 

３ 誰⼀⼈取り残されないための取組 

 資料：内閣官房デジタル⽥園都市国家構想実現会議事務局「デジタル田園都市国家構想総合戦略（概要版）」    
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第５ 総合戦略アクションプランの策定方針 

 

 

 

１ 基本的な考え方 

  第三次基本構想では、目指す将来の都市像を『水と緑と笑顔が輝くまち 東大和』と定めてい

ます。 

そして、その将来の都市像を実現するために、多摩湖や狭山丘陵などの豊かな自然と共生した、

個性的でうるおいのある良好な環境を守り育てるとともに、多様で多彩な市民生活を支える基盤

を整備し、誰もが住みやすいと感じることができるまちづくりを進めることが重要であり、さら

には、少子高齢化と人口減少が進展する中にあっても、市民がいきいきと活動する、活力あるま

ちづくり、持続可能なまちづくりを進めることが望まれているとされています。 

この第三次基本構想が目指す、誰もが住みやすいと感じることができるまちづくり、市民がい

きいきと活動する、活力あるまちづくり、持続可能なまちづくりを推進するために、第五次基本

計画に基づくとともに、デジタル田園都市国家構想総合戦略を勘案して、市における「人口減少

の抑制」及び「地域の活性化」を目指して実施する主要な施策について、総合戦略アクションプ

ランで定めるものとします。 

 

２ 地域ビジョン 

  デジタル田園都市国家構想総合戦略で求められている地域ビジョン（地域が目指すべき理想像）

については、第三次基本構想で定めている将来の都市像『水と緑と笑顔が輝くまち 東大和』で

あり、「誰もが住みやすいと感じることができるまちづくり、市民がいきいきと活動する、活力あ

るまちづくり、持続可能なまちづくり」を進めることであるといえます。 

  そして、将来の都市像の実現に向けて、市民生活の質や地域の魅力の向上を図るため、デジタ

ル田園都市国家構想総合戦略を勘案して、デジタル技術を有効に活用して取組を進めます。 

 

３ 目標人口 

  第３の「３ 人口の将来展望」では、人口の将来展望が３つのパターンで示されています。 

この総合戦略アクションプランにおいては、人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将

来推計を基に、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」で想定している

合計特殊出生率を考慮しつつ、第１期総合戦略の人口の将来展望で想定した合計特殊出生率を踏

まえ、パターン２で示した人口の将来推計を目標人口にします。 

  パターン２は、合計特殊出生率について人口推計調査報告書による住民基本台帳人口の将来推

計の合計特殊出生率から、令和８年（２０２６年）に１．６程度、令和１２年（２０３０年）に

１．８程度、１．８程度が令和４２年（２０６０年）まで続いた場合の推計となっています。 
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  この場合において、転入数から転出数を差し引いた純移動数については、人口推計調査報告書

による住民基本台帳人口の将来推計と同程度に、令和４２年（２０６０年）までの間の 1 年当た

りを平均すると、３００人超の転入超過を見込んでいます。 

  第五次基本計画と総合戦略アクションプランにおける施策を推進することにより、令和４２年

（２０６０年）の人口について、７１，４２５人から７４，０７１人に、約３，０００人の人口

減少の抑制を目指すものです。 

   
なお、目標人口（パターン２）における人口の将来推計及び年齢３区分別人口は、次のとおりです。  
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４ 総合戦略アクションプランの策定体制 

（１）東大和市まち・ひと・しごと創生会議 

総合戦略アクションプランは、「市民、産業に関係する者、デジタル分野に精通する者並びに

行政機関、教育機関、金融機関及び報道機関に属する者」で構成する「東大和市まち・ひと・

しごと創生会議」において、それぞれの委員の知識や専門的な見地からの意見を聞いた上で、

策定しました。 

 

（２）庁内の検討組織等 

総合戦略アクションプランの策定に当たり、副市長及び部長職で構成する「東大和市まち・

ひと・しごと創生庁内検討委員会」と、庁内検討委員会の下に設置したまち・ひと・しごと創生

に関する施策を所管する課長職等で構成する「東大和市まち・ひと・しごと創生庁内作業部会

（魅力あるまちづくり推進プロジェクトチーム）」において検討を行いました。 

  

民間思考を取り入れる東大和市の地方創生 
 

前のコラム（13頁）で言及しましたが、東大和市は地方創生に関係する各課の課長職の集まり

である「東大和市魅力あるまちづくり推進プロジェクトチーム」に、リコージャパン株式会社か

ら２名が参画していることが大きな特長です。 

地方自治体の会議に民間企業が参画することは、とても少ない事例です（近年では事例が増え

てきました。しかし、東大和市は地方創生が始まった時から実施しています）。 

さらに、東大和市の地方創生に係る方向性の確認を目的として設置されている「庁内検討委員

会」（副市長及び部長から構成）には、私（牧瀬）が参画しています。地方自治体の幹部が集まる

会議に、職員以外が加わるケースはほとんどありません。 

すなわち、東大和市の地方創生は自治体だけで検討したのではありません。地方創生の検討段

階から外部視点が入っていたことが他自治体と異なることと考えます。 

地方創生を成功の軌道に乗せる一視点が自治体外の多様な主体と連携・協力することにあると

言われています。このことを最近では「公民連携」（官民連携）と称されます。 

私は公民連携を「行政と民間が相互に連携して住民サービスを提供することにより、行政改革

の推進、民間の利益拡大に加え、住民サービスの向上や地域活性化等を目指す取り組み」と捉え

ています。ここで言う民間とは民間企業だけではありません。大学や地域金融機関、NPO団体、地

域住民など、自治体外のすべての主体が当てはまります。 

複雑系という学問には「創発」という概念があります。創発とは「多様な専門領域や思考を持

った人たちが、お互いに影響しあっているうちに、新しい価値が化学反応的に内側から創出され

ること」を意味します。 

例えば、民間企業の思考は専門領域と換言できます。民間思考が公的分野に入り、公的マイン

ドを触発することで、新しい発想や知見が登場します。これは「イノベーション」と言えるでし

ょう。 

イノベーションの概念を提唱したのは経済学者のシュンペーターです。同氏はイノベーション

が起こす劇的な変化が経済を発展させると主張しています。公的マインドと民間思考の掛け算に

より創発したイノベーションは、東大和市を発展させる原動力となると考えます（牧瀬稔）。 
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第６ 総合戦略アクションプランの基本目標と施策の方向 
 

 

 

１ 基本目標とその設定の考え方 

第五次基本計画では、急速に進展している少子高齢化や人口減少に対応し、活力あるまち、持

続可能なまちを目指すこととしており、その中で、少子高齢化と人口減少の進展に対応するため

に、限られた行政資源（財源、職員、施設等）を最適に活用しながら、重点的・優先的に推進し

ていく施策を重要施策に位置付けています。 

地方版総合戦略を包含している第五次基本計画の重要施策を推進することは、まち・ひと・し

ごと創生の観点から目指す「人口減少の抑制」及び「地域の活性化」を推進することになります。 

このことから、第五次基本計画の重要施策のうち、重要施策１から重要施策３までを、「人口減

少の抑制」及び「地域の活性化」を目指して重点的・優先的に推進していく施策として、総合戦

略アクションプランにおける基本目標とその施策に位置付けます。 

また、国のデジタル田園都市国家構想総合戦略においては、デジタル技術を活用しつつ、①地

方に仕事をつくる、②人の流れをつくる、③結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④魅力的な

地域をつくるという４つの取組を進めていくことが求められています。この総合戦略アクション

プランでは、ここに位置付ける基本目標とその施策を推進することにより、デジタル田園都市国

家構想総合戦略が求めている４つの取組を進めていくこととします。 

 

 

  

基本構想・基本計画と地方版総合戦略の関係性 
 

ここでは「第三次基本構想」・「第五次基本計画」と、「地方版総合戦略」の関係性を記します。 

行政学という学問には「計画行政」という概念があります。計画行政の意味は「一定の政策  

目標を設定し、その目標の達成に向けて多様な手段（施策や事業）を総合的に提示する活動」  

と言えます。地方自治体は、都市計画や環境保全など分野ごとに計画行政を進めています。そ  

うすることで、市民の幸福感の増進を目指しています。 

東大和市には多くの計画行政があります。その中の最上位計画は「東大和市第三次基本構想」 

です。第三次基本構想は、2022年度（令和４年度）を初年度とする 20年間の構想です。将来の

東大和を展望したまちづくりの目標と、それを達成するための基本的な施策を明らかにしてい  

ます。東大和市の望ましい地域社会を築きあげていくための指針としての役割を担っています。 

 「第三次基本構想」に関連して（くだけて言うと「第三次基本構想」とセットとして）、「東 

大和市第五次基本計画」があります。「第五次基本計画」の期間は 2022 年度（令和４年度）から 

2031年度（令和 13年度）となっています。 

「第五次基本計画」の中に、人口減少対策と地域活性化策を包含している行政計画が「地方版

総合戦略」です。同戦略を具体的に実行するために「東大和市デジタル田園都市構想総合戦略ア

クションプラン」を策定しています。なお、地方版総合戦略は、国の「まち・ひと・しごと創生

法」の第 10条に「当該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策につ

いての基本的な計画を定めるよう努めなければならない」とあり、地方自治体で策定が進んでい

ます（牧瀬稔）。 
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２ 基本目標等 
 

総合戦略アクションプランで位置付ける基本目標、目指す方向、具体的な施策等については、

次のとおりです。 

加えて、基本目標を達成するために、横断的な取組として、デジタル技術を活用した取組を行

い、より効果的、効率的な施策の推進を図ります。 

 

基本目標 
目指す
方向 

具体的な施策 
（第五次基本計画の重要

施策の該当施策） 
主な施策の展開方向 

横断的な

取組 

基本目標１ 

 

子ども・子

育て支援施

策 の 推 進

（第五次基

本計画重要

施策１） 

人 口の

自 然増

を図る 

（出生

数の増

加によ

る） 

１ 子育て支援 

(１) 
安心して子どもを生み育てることができ

る環境づくり 

 

(２) 
子どもたちの成長と発達を支援する環境

づくり 

 

２ 
子どもたちの

健全育成 
(１） 

子どもたちの健やかな成長と自立を支え

る環境づくり 

 

３ 学校教育 

(１) 生きる力を育む教育の推進 
 

(２) 
快適で充実した学校生活を支える教育環

境づくり 

 

基本目標２ 

 

健康・高齢

者施策の推

進（第五次

基本計画重

要施策２） 

人口の

自然増

を図る 

 

（健康寿

命の延伸

による） 

１ 保健、医療 

(１) 市民の自主的・自発的な健康づくりの促進  
 

(２) 
病気の予防及び早期発見・早期治療のた

めの環境づくり 

 

２ 高齢者福祉 

(１) 
高齢者の就業や社会参加の機会拡大及び

介護予防の促進 

 

(２) 
高齢者が地域で安心して暮らすことがで

きる環境づくり 

 

３ 生涯学習 (１) 
多様なニーズに応じた学習機会と学習情

報の提供 

 

４ 
スポーツ、レク

リエーション 
(１) スポーツを楽しめる場と機会の提供 

 

基本目標３ 

 

都市の価値

を高める施

策 の 推 進

（第五次基

本計画重要

施策３） 

人口の

社会増

を図る 

 

（転入の

促進及び

転出の抑

制によ

る） 

 

地域の活

性化を図

る 

１ 防災 (１) 災害対応力の強化 
 

２ 都市づくり 

(１) メリハリのある都市空間の形成 
 

(２) 住宅都市としての魅力向上 
 

３ 自然環境 

(１) 緑と水辺環境の保全・活用 
 

(２) 緑の拠点とネットワークづくり 
 

４ 
商工業、勤労者

支援 

(１) 市内における創業等への支援  

(２) 
商店街の活性化と商工業者の経営基盤の

強化 

 

５ 
観光、ブランド・

プロモーション 

(１) 
地域資源や産業資源を活用した観光事業

の推進 

 

(２) ブランド・プロモーションの推進  

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
取
組 
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第７ 総合戦略アクションプランの基本目標と取組 

 

 

 

【基本目標の重要業績評価指標（ＫＰＩ）と主な具体的な事業の数値目標との関係】  

 

（１）総合戦略アクションプランでは、第五次基本計画の内容を踏まえた上で、３つの基本目標

を定め、各基本目標の数値目標として重要業績評価指標（ＫＰＩ）（アウトカム指標）を設定

しました。この重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成を目指して、施策や事業を推進すること

により市における「人口減少の抑制」及び「地域の活性化」を図ろうとするものです。 

（２）各基本目標の重要業績評価指標（ＫＰＩ）を達成するために、具体的な施策と主な具体的

な事業を定めています。主な具体的な事業のそれぞれに実施目標を定め、数値目標を設定し

ていますが、この数値目標は、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を達成するために行う主な具体

的な事業（手段）の指標になります。 

（３）各基本目標における重要業績評価指標（ＫＰＩ）を達成するために行う事業で主な具体的

な事業以外のものについては、関連する個別計画に定める事業などを実施することとしま

す。 

（４）各基本目標の重要業績評価指標（ＫＰＩ）と主な具体的な事業の数値目標との関係は、次

のとおりです。 

  ① 各基本目標の重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、「アウトカム指標」を設定しています。 

  ② この重要業績評価指標（ＫＰＩ）を達成するために行う主な具体的な事業（手段）の数

値目標は、実施目標の内容により「アウトカム指標」と「アウトプット指標」があります

が、総合戦略アクションプランにおいては、この数値目標は、すべて重要業績評価指標（Ｋ

ＰＩ）を達成するための「アウトプット指標」とみなします。 

 

● アウトカム指標とアウトプット指標の関係（イメージ図） 
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基本目標１ 子ども・子育て支援施策の推進（第五次基本計画重要施策１） 

 

１ 基本的方向 

市では、これまで子ども・子育て支援施策を最も重要な施策と位置付けて取組を推進してきま

した。今後も、子どもを産み育てたいと願うすべての人たちが、安心して出産し、子育てをする

ことができるよう、引き続き子ども・子育て支援施策を推進します。 

また、次代を担う子どもたちが未来を切り拓くために必要な資質・能力を身に付けることがで

きるよう、学校教育の質の向上を図ります。 

加えて、少子化についてはわが国にとっても大きな課題となっていることから、国や東京都の

動向を踏まえ、子ども・子育て支援施策の取組を推進します。 

 

２ 目指す方向  

 

 

 

３ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 【企画政策課・関係課】 

指標 現状値 目標値 

合計特殊出生率 
１．２１ 

（令和４年） 
１．６０ 

（令和９年） 

        

４ 具体的な施策 

 

  

〇 施策の展開方向１）安心して子どもを生み育てることができる環境づくり 

〇 施策の展開方向２）子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり 

  

 

〇 施策の展開方向１）子どもたちの健やかな成長と自立を支える環境づくり 

  

 

〇 施策の展開方向１）生きる力を育む教育の推進 

〇 施策の展開方向２）快適で充実した学校生活を支える教育環境づくり 

 

・人口の自然増を図る（出生数の増加による） 

（１）子育て支援 

（２）子どもたちの健全育成 

（３）学校教育 
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〇 施策の展開方向１） 安心して子どもを生み育てることができる環境づくり 

妊産婦や子育て家庭に対して、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行い、

安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります。 

 

【主な具体的な事業】 

① 保育体制の充実【保育課】  

    保育ニーズを的確に把握しながら、適切な量・質の保育サービスを提供できるよう、

保育施設の施設整備の検討や保育士等の確保に取り組みます。   

実施目標 現状値 目指す取組 

保育園の待機児童数（４月１日現在） 

【第五次基本計画参考指標】 

０人 

（令和４年度） 

０人 

（令和９年度） 

 

  ② 延長保育の実施【保育課】 

    保育時間を延長して児童を預けることを希望する保護者が安心して子育てできる環境

を整備するため、延長保育を実施する施設の運営支援を行います。 

実施目標 現状値 目指す取組 

延長保育実施施設数（４月１日現在） 
２５施設 

（令和４年度） 

２７施設 

（令和９年度） 

 

  ③ 一時預かり事業の運営支援【保育課】 

    保育施設等を利用していない家庭においても、社会参加や育児疲れ等により一時的に

保育が必要となる時があることから、こうした需要に対応するため、一時預かり事業を実

施する施設の運営支援を行います。     

実施目標 現状値 目指す取組 

一時預かり事業実施施設数（４月１

日現在） 

６施設 

（令和４年度） 

７施設 

（令和９年度） 

 

  

（１）子育て支援 
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〇 施策の展開方向２） 子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり 

核家族化の進展や共働き家庭の増加など、子どもたちを取り巻く環境が大きく変化する中、

次代を担う子どもたちが、心身ともに健やかに成長できる環境をつくります。 

 

【主な具体的な事業】 

  ① 保育コンシェルジュによる相談支援の実施【保育課】 

    子ども及びその保護者等又は妊娠している方がその選択により、多様な教育・保育施

設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、相談等必要な支援を実施するた

め、専門職による保育コンシェルジュを配置し、相談支援を行います。 

実施目標 現状値 目指す取組 

保育コンシェルジュの配置人数（年

間） 

２人 

（令和４年度） 

２人 

（令和９年度） 

 

  ② 東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）の周知・啓発 

【子育て支援課】 

    子どもたちに寄り添い地域で守り育んでいけるまちを目指すため、市民、地域関係者、

事業者並びに児童及び生徒に対して、リーフレット又は解説本の配布、横断幕の掲出な

ど東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）の周知・啓発を行

います。 

実施目標 現状値 目指す取組 

子どもと大人のやくそくの周知・啓

発の方法の数（年間） 

９方法 

（令和４年度） 

９方法以上 

（令和９年度） 

 

③ 子育てひろば事業（類似事業を含む）（※）の実施【子ども家庭支援センター・青少年課】  

乳幼児とその保護者が一緒に遊んで過ごせる場を提供し、子育て親子同士の交流促進、 

子育てに関する相談や援助、子育て関連の情報提供等を行う子育てひろば事業（類似事 

業を含む）を実施します。     

実施目標 現状値 目指す取組 

子育てひろば事業（類似事業を含

む）の延べ利用者数（年間） 

２５，２９９人 

（令和４年度） 

２５，２９９人以上 

（令和９年度） 

     ※ 「子育てひろば事業（類似事業を含む）」とは、民間保育園等３園と児童館６館で実

施している児童福祉法で定める地域子育て支援拠点事業に該当する子育てひろば事

業に、子ども家庭支援センターの交流スペース事業等の類似の事業を含んだものを

いいます。 

 

＜関連する個別計画＞                                    

〇 東大和市子ども・子育て未来プラン 

（第２期子ども・子育て支援事業計画、第１期新・放課後子ども総合プランに基づく市行

動計画、第１期次世代育成支援行動計画、第１期子ども・若者計画、第１期子どもの貧困

対策計画） 

〔計画期間：令和２年度（２０２０年度）～令和６年度（２０２４年度）〕 
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〇 施策の展開方向１） 子どもたちの健やかな成長と自立を支える環境づくり 

子どもたちが地域の中で健やかに学び成長でき、社会の一員として自立することができる

よう、安全・安心な居場所づくりや様々な体験機会の提供、環境改善に取り組みます。 

 

【主な具体的な事業】 

① 学童保育環境の確保・向上【青少年課】 

   女性の就業率の上昇や地域ごとのニーズの偏在に対応した学童保育必要見込量の確保

のため、学校内学童保育所の導入等、学童保育環境の確保・向上を図ります。   

実施目標 現状値 目指す取組 

学童保育所の待機児童数（５月１日現在）  

【第五次基本計画参考指標】 

３７人 

（令和４年度） 

０人 

（令和９年度） 

 

② 学童保育所と放課後子ども教室の連携【青少年課】 

   安全・安心な放課後の子どもの居場所づくりのため、学童保育所と放課後子ども教室

の一体的又は連携による実施を推進します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

学童保育所と放課後子ども教室を

学校内において一体型で実施する

学校数 （４月１日現在） 

１校 

（令和４年度） 

４校 

（令和９年度） 

 
 

③ 青少年対策事業の実施【青少年課】 

   青少年の健全育成を図るために、青少年の健全育成の活動等を行っている市内の小学

校区ごとに設置されている青少年対策地区委員会（10 地区）に対し助成等の支援を行い

ます。 

実施目標 現状値 目指す取組 

青少年対策地区委員会の委員長で

構成する青少年対策地区連絡協議

会や地区委員を対象とした研修会

への参加者数（年間） 

２８人 

（令和４年度） 

８０人 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                    

〇 東大和市子ども・子育て未来プラン 

（第２期子ども・子育て支援事業計画、第１期新・放課後子ども総合プランに基づく市行

動計画、第１期次世代育成支援行動計画、第１期子ども・若者計画、第１期子どもの貧困

対策計画）〔計画期間：令和２年度（２０２０年度）～令和６年度（２０２４年度）〕 

（２）子どもたちの健全育成 
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〇 施策の展開方向１） 生きる力を育む教育の推進 

児童・生徒に対して、確かな学力の定着、豊かな人間性の育成、健康に関する意識や体力

の向上を図るための取組を推進し、児童・生徒一人ひとりの生きる力を育みます。 

 

【主な具体的な事業】 

 ① 学習意欲の向上及び学習習慣の定着【教育指導課】 

    すべての児童・生徒に１台ずつ配置されたタブレット端末の効果的な活用、授業改善

推進プランの作成、放課後等補習教室の実施、家庭学習の手引きの配布・活用等により、

学校及び家庭における児童・生徒の学習意欲の向上や学習習慣の定着を図ります。      

実施目標 現状値 目指す取組 

ＡＩ型教材ソフトを活用し、効果的

な学習ができたと回答した児童・生

徒の割合（年間） 

－ 

（令和４年度） 

８０％ 

（令和９年度） 

  

② オンライン英会話レッスンの実施【教育指導課】 

    海外在住の外国人講師とオンラインで結び、マンツーマンでの英会話レッスンを、全

中学校生徒を対象に導入し、一人ひとりの英語力に合わせた学びの機会を提供します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

生徒 1人当たりのオンライン英会話

レッスンの時間数（年間） 

－ 

（令和４年度） 

５００分 

（令和９年度） 

  

③ 自己肯定感の向上【教育指導課】 

    人権教育を通じて人権尊重の精神を育むとともに、道徳教育や地域と連携した体験活

動などの多様な活動により、児童・生徒の自己肯定感の向上に努めます。    

実施目標 現状値 目指す取組 

地域社会人材活用事業の実施校数

（年間） 

－ 

（令和４年度） 

１５校 

（令和９年度） 

 

 

 

 

（３）学校教育 
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〇 施策の展開方向２） 快適で充実した学校生活を支える教育環境づくり 

ハード・ソフトの両面から、児童・生徒がより安全・安心で快適な環境で学び、充実した学

校生活を送ることができるよう、教育環境の整備を推進します。 

 

【主な具体的な事業】 

 ① 老朽化した学校の建替え及び長寿命化改修の実施【教育総務課】 

    各学校区における今後の児童・生徒数の動向を適切に見極め、教育環境の維持・向上を

図るために、学校の統廃合と合わせて、老朽化した学校の建替え及び長寿命化改修を実施

します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

建替え及び長寿命化改修の設計に

着手する学校数（累計） 

０校 

（令和４年度） 

５校 

（令和９年度） 

 

 ② いじめ防止対策の実施【教育指導課】 

いじめについて、未然防止・早期発見・早期解決に導けるよう、家庭や関係機関と連携

を図りながら、指導の強化に努めます。 

実施目標 現状値 目指す取組 

いじめについて共に考える「保護者

プログラム」を活用した学校数（年間） 

９校 

（令和４年度） 

１５校 

（令和９年度） 

 

  ③ 中学校グループにおける小中一貫教育の推進【教育指導課】   

中学校グループにおける小中一貫教育全体計画の作成、実施などにより、小中一貫教

育をより一層推進します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

中学校グループにおける小中一貫教育

の下に行われる児童・生徒の交流活動を

実施した学校数（年間） 

３校 

（令和４年度） 

１５校 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                    

〇 第二次東大和市学校教育振興基本計画 

〔計画期間：平成３１年度（２０１９年度）～令和５年度（２０２３年度）〕 

   〇 第三次東大和市学校教育振興基本計画〔令和５年度（２０２３年度）策定予定〕 

〇 東大和市立小・中学校再編計画 

〔計画期間：令和２年度（２０２０年度）～令和１１年度（２０２９年度）〕 

〇 東大和市学校施設長寿命化計画 

〔計画期間：令和３年度（２０２１年度）～令和３２年度（２０５０年度）〕 

〇 第三次東大和市特別支援教育推進計画 

〔計画期間：令和４年度(２０２２年度)～令和８年度(２０２６年度)〕 
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基本目標２ 健康・高齢者施策の推進（第五次基本計画重要施策２） 

 

１ 基本的方向 

少子高齢化が進展する中にあっても、活力あるまちとするためには、市民が地域の中で元気に

暮らすことができる環境づくりが必要となります。そこで、高齢者をはじめとする市民が、生涯

にわたって健康で幸せな人生を送ることができるよう、健康施策を推進します。また、高齢者が

地域社会を支える一員として活躍できるよう、就業や社会参加の機会の拡大を図ります。 

 

２ 目指す方向  

 

 

 

３ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）【健康推進課・関係課】 

指標 現状値 目標値 

６５歳健康寿命 

 
（要介護２以上の認定を受けるまで
の平均自立期間で算出した場合の健
康寿命） 
 

【第五次基本計画参考指標】 

男性 
８３.４７歳   
（令和３年）  

男性 
８４．５２歳 
（令和９年） 

女性 
８６.６２歳 
（令和３年） 

女性 
８７．７２歳 
（令和９年） 

              

４ 具体的な施策 

 

 

    〇 施策の展開方向１）市民の自主的・自発的な健康づくりの促進 

    〇 施策の展開方向２）病気の予防及び早期発見・早期治療のための環境づくり 

 

   

    〇 施策の展開方向１）高齢者の就業や社会参加の機会拡大及び介護予防の促進 

〇 施策の展開方向２）高齢者が地域で安心して暮らすことができる環境づくり 

 

 

〇 施策の展開方向１）多様なニーズに応じた学習機会と学習情報の提供 

 

 

〇 施策の展開方向１）スポーツを楽しめる場と機会の提供 

 

・人口の自然増を図る（健康寿命の延伸による） 

（１）保健・医療 

（２）高齢者福祉 

（３）生涯学習 

（４）スポーツ、レクリエーション 
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〇 施策の展開方向１） 市民の自主的・自発的な健康づくりの促進 

市民の自主的・自発的な健康づくり活動に対する支援を推進し、市民が主体的に健康づ

くりに取り組み、家庭や地域で健康を育み合える環境をつくります。 

 

【主な具体的な事業】 

  ① 健幸都市宣言の周知・啓発【健康推進課】 

    市民の自発的・自主的な健康づくりを促すため、市民に対し、事業やイベントなど様々

な機会でのリーフレットの配布など健幸都市宣言の周知・啓発を行います。 

実施目標 現状値 目指す取組 

健幸都市宣言の周知・啓発の方法の

数（年間） 

３方法 

（令和４年度） 

３方法以上 

（令和９年度） 

 

② 母子保健健康相談事業の実施【健康推進課】 

市民が家庭で健康を育むことを促すため、乳幼児とその保護者に対し、健康相談事業 

を実施します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

健康相談事業利用者数（年間） 

すこやか広場 

４０１人（令和４年度） 

すこやか広場 

７００人（令和９年度） 

歯科相談 

６７６人（令和４年度） 

歯科相談 

６７６人以上（令和９年度） 

 

③ 生活習慣の改善や運動習慣の定着を図る事業の実施【健康推進課】 

  市民が自らの健康に対して強い関心を持ち、継続的、主体的に生活習慣病の予防や健

康の増進に取り組むことができるよう、生活習慣の改善や運動習慣の定着を図る事業を

実施します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

生活習慣の改善や運動習慣の定着

を図るためのイベント事業の実施

回数（年間） 

１回 

（令和４年度） 

１回以上 

（令和９年度） 

 

 

 

（１）保健、医療 
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〇 施策の展開方向２） 病気の予防及び早期発見・早期治療のための環境づくり 

病気を予防するための取組や、病気を早期発見・早期治療するための取組を推進し、市

民が健康を維持できる環境をつくります。 

 

【主な具体的な事業】 

 ① 成人に対するがん検診や各種健康診査などの実施【健康推進課】 

    市民の病気を早期に発見し、早期に治療を受けることができるよう、検診事業などを

実施します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

市が実施するがん検診の検診票送

付者に対する受診者の割合（年間） 

胃  ７１．３％ 
子宮 ８６．９％ 
肺  ８５．７％ 
乳  ８８．８％ 
大腸 ８２．７％ 

（令和４年度） 

５がん検診につい

て、９５.０％ 

（令和９年度） 

 

  ② 定期予防接種の実施【健康推進課】 

    市民の感染症の発症予防や重症化を予防するため、定期予防接種を実施します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

接種率（前年度対象者が本年度接種

した場合は接種数に含めて計上す

るため、接種率が１００％を超える

場合がある。）（年間） 

麻しん風しん混合ワ
クチン（ＭＲ） 
１期１０１．６％ 
２期 ９５．７％ 

結核（ＢＣＧ） 
９４．９％ 

（令和４年度） 

９５.０％以上 

（令和９年度） 

 

 ③ 妊産婦や乳幼児への健康診査等の実施【健康推進課】 

妊産婦や乳幼児の健康の保持・増進、病気等の予防及び早期発見を図るために、健康診 

査等の各種事業を実施します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

３～４か月児健康診査及び３歳児 

健康診査の受診率（年間） 

【第五次基本計画参考指標】 

３～４か月児健康診査  

９６.０％ 

（令和４年度） 

３～４か月児健康診査 

９６．０％以上 

（令和９年度） 

３歳児健康診査  

８５．５％  

（令和４年度） 

３歳児健康診査 

９０.０％ 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                   

〇 第２次東大和市健康増進計画 

〔計画期間：令和３年度（２０２１年度）～令和８年度（２０２６年度）〕 

〇 東大和市自殺対策計画 

〔計画期間：令和３年度（２０２１年度）～令和８年度（２０２６年度）〕 

〇 東大和市新型インフルエンザ等対策行動計画〔平成２９年度（２０１７年度）修正〕 
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〇 施策の展開方向１） 高齢者の就業や社会参加の機会拡大及び介護予防の促進 

高齢者が介護を必要とせずに、生涯にわたって生きがいを持ち、地域社会を支える一員と

していきいきと活躍できるよう、就業や社会参加の機会拡大を図り、介護予防を促進します。                   

 

【主な具体的な事業】 

 ① 東大和元気ゆうゆうポイント事業の実施【地域包括ケア推進課】 

    おおむね６５歳以上の高齢者に対し、介護予防活動への参加・継続への動機付けとし

て、活動量に応じたポイントの付与及び景品交換を行う東大和元気ゆうゆうポイント事

業を実施します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

東大和元気ゆうゆうポイント事業

への延べ参加者数（年間） 

【第五次基本計画参考指標】 

３３，８４５人 

（令和４年度） 

３４，４５０人 

（令和９年度） 

 

  ② 地域介護予防活動支援事業の実施【地域包括ケア推進課】 

    介護予防に関する地域での取組に意欲を持つ市民に対し、介護予防や東大和元気ゆう

ゆう体操の普及に必要な知識と技術を習得するための介護予防リーダー養成講座（隔年）

や体操普及推進員養成講座（毎年）を開催します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

介護予防リーダー養成講座（隔年）

及び体操普及推進員養成講座（毎

年）の参加者数 

介護予防リーダー 

７人 

（令和３年度） 

介護予防リーダー 

１５人 

（令和９年度） 

体操普及推進員 

１１人 

（令和４年度） 

体操普及推進員 

１５人 

（令和９年度） 

 

③ 介護予防普及啓発事業の実施【地域包括ケア推進課】 

    要介護・要支援認定を受けていない市民に対し、転倒予防や筋力向上を目的とした介

護予防教室を開催します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

介護予防教室の延べ参加者数（年間） 
１，０５５人 

（令和４年度） 

１,０５５人以上 

（令和９年度） 

 

（２）高齢者福祉 
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〇 施策の展開方向２） 高齢者が地域で安心して暮らすことができる環境づくり 

介護や医療が必要になった場合でも、高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けら

れるよう、地域全体で高齢者の見守り、支えあいを行うことができる環境をつくります。 

 

【主な具体的な事業】 

 ① 認知症サポーター養成事業の実施【地域包括ケア推進課】 

   認知症に関心のある市民等に対し、認知症サポーター（※）を養成する講座を開催します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

認知症サポーター養成講座の延べ

修了者数（年間） 

【第五次基本計画参考指標】 

４９７人 

（令和４年度） 

４９７人以上 

（令和９年度） 

※ 「認知症サポーター」とは、認知症についての正しい知識を持ち、認知症の方やそ
の家族を温かく見守る応援者をいいます。 

 

 ② 多職種連携研修会の開催【地域包括ケア推進課】 

   地域の医療・介護関係者に対し、在宅医療・介護連携推進のための地域における多職種

連携研修会を開催します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

多職種連携研修会の延べ参加者数 

（年間） 

５７人 

（令和４年度） 

８０人 

（令和９年度） 

 

 ③ 高齢者見守りぼっくす事業の実施【地域包括ケア推進課】    

高齢者の在宅生活の安心の確保を図るため、相談員が地域の高齢者を戸別訪問し、相談

を受け、必要に応じて適切な支援につなげる高齢者見守りぼっくす事業を実施します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

高齢者見守りぼっくす事業におけ

る相談延べ件数（年間） 

３，７１５件 

（令和４年度） 

３，７１５件以上 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                   

〇 東大和市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画 

〔計画期間：令和３年度（２０２１年度）～令和５年度（２０２３年度）〕 

〇 東大和市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画〔令和５年度（２０２３年度）策定予定〕 
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〇 施策の展開方向１） 多様なニーズに応じた学習機会と学習情報の提供 

様々な世代や立場の市民が主体的に学び、学習で得た成果を地域や社会の課題解決に活用

できるよう、多様な学習ニーズに応じた学習機会と学習情報を提供します。 

 

【主な具体的な事業】 

  ① 学びあいガイドの発行【生涯学習課】 

    市民が自ら学び、考え、行動するための支援を行うため、市内で活動しているサーク

ル・団体の紹介や人材バンク制度の案内などを掲載した「学びあいガイド」を発行する

とともに、人材バンク制度を周知するため人材バンク登録者による体験講座を実施します。  

実施目標 現状値 目指す取組 

人材バンク登録者による体験講座

を受講し、当該登録者を活用した件

数（年間） 

１件 

（令和４年度） 

１件以上 

（令和９年度） 

 

  ② 生涯学習に取り組む団体の形成・支援【中央公民館】 

    生涯学習への参加を促進するため、生涯学習に取り組む団体を形成し、支援します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

公民館定期利用グループ数 

（３月３１日現在） 

３９３グループ 

（令和４年度） 

４２０グループ 

（令和９年度） 

 

  ③ 図書館資料の充実【中央図書館】 

    様々な図書館資料を収集し、市民等の幅広い読書要求に応えます。    

実施目標 現状値 目指す取組 

市民１人当たりの貸出冊数（年間） 
７．３冊 

（令和４年度） 

７．８冊 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                   

〇 東大和市生涯学習・生涯スポーツ推進計画 

〔計画期間：平成２９年度（２０１７年度）～令和８年度（２０２６年度）〕 

〇 第三次東大和市子ども読書活動推進計画 

〔計画期間：令和５年度（２０２３年度）～令和９年度（２０２７年度）〕 

 

 

（３）生涯学習 
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〇 施策の展開方向１） スポーツを楽しめる場と機会の提供 

市民がライフスタイルや年齢、体力などに応じて、気軽にスポーツを楽しむことができ

る場と機会の提供に努め、地域の活性化や市民の健康づくりを推進します。 

 

【主な具体的な事業】 

  ① 生涯スポーツの振興【生涯学習課】 

    広く市民の間にスポーツを振興し、あわせて市民の健康増進、競技力向上及び相互交

流を図るため、個人が競技種目を自由に選択し、参加することができる市民体育大会を

開催します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

東大和市民体育大会延べ参加者数 
３，５０３人 

（令和４年度） 

１６，３００人 

（令和９年度） 

    

  ② スポーツ大会の開催【生涯学習課】 

多くの市民がスポーツを楽しみながら、競技力の向上、交流等ができるイベントとして、 

多摩湖駅伝大会、ロードレース大会などのスポーツ大会を開催します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

多摩湖駅伝大会申込チーム数 
２４１チーム 

（令和４年度） 

５００チーム 

（令和９年度） 

 

  ③ スポーツ施設の利用者の拡大【生涯学習課】 

    体育施設等の既存施設の適切な維持管理やサービスの充実に努め、市民の利用増加に

取り組みます。 

実施目標 現状値 目指す取組 

市民体育館の個人及び団体の利用回数

（年間） 

個人 ４４，６７７回 

（令和４年度） 

個人  ７０，０００回 

（令和９年度） 

団体 ５，６３６回 

（令和４年度） 

団 体  ５ ， ７ ０ ０ 回 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                    

〇 東大和市生涯学習・生涯スポーツ推進計画 

〔計画期間：平成２９年度（２０１７年度）～令和８年度（２０２６年度）〕 

（４）スポーツ、レクリエーション 



35 

 

基本目標３ 都市の価値を高める施策の推進（第五次基本計画重要施策３） 

 

１ 基本的方向 

少子高齢化と人口減少の進展による影響を最小限とし、活力あるまちとするためには、都市と

しての価値を向上させ、多くの人が住みたい、住み続けたいと思えるようなまちづくりを進める

ことが必要となります。市の特長である自然環境の保全を図りながら、災害に強いまちづくり、

快適で魅力的な都市づくりを進めるとともに、地域経済の縮小を防止するための産業の振興に取

り組みます。あわせて、市の魅力を市内外に発信するブランド・プロモーションを推進します。 

加えて、テレワークの普及などにより働き方やライフスタイルが多様になっていることを鑑み、

移住・定住につながる取組を推進するとともに、ふるさと納税や企業版ふるさと納税などを活用

して関係人口を創出して、市を応援してくれる方や企業を増やす取組を進めます。 

 

２ 目指す方向  

         

 

 

 

３ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）【企画政策課・関係課】 

指標 現状値 目標値 

社会増減数 

 

（転入者数から転出者数を差し
引いた人数）（累計） 
【第五次基本計画参考指標】 

８５人超過 
 

（転入者 ３，４２４人） 
（転出者 ３，３３９人） 

 
（令和４年） 

３００人超過／累計
１，５００人超過 

（令和９年） 

 

指標 現状値 目標値 

東大和市の滞在人口のうち

市外の方の人数 

 
（毎年４月の休日１４時に滞在
していた１５歳以上８０歳未満
の人数の月間平均値）（※） 

市外の方１１，５２４人 

 

（滞在人口５９，４００人） 

 

（令和４年度） 

 

市外の方 

１１，５２４人以上 
 

（令和９年度） 

 

 ※ 経済産業省と内閣官房（まち・ひと・しごと創生本部事務局）が提供している地域経済分析

システム（ＲＥＳＡＳ：リーサス）の From-to 分析（滞在人口）のデータを使用しています。   

・人口の社会増を図る（転入の促進及び転出の抑制による） 

・地域の活性化を図る 
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４ 具体的な施策 

 

 

   〇 施策の展開方向１）災害対応力の強化 

 

 

   〇 施策の展開方向１）メリハリのある都市空間の形成 

〇 施策の展開方向２）住宅都市としての魅力向上 

 

 

〇 施策の展開方向１）緑と水辺環境の保全・活用 

〇 施策の展開方向２）緑の拠点とネットワークづくり 

 

 

〇 施策の展開方向１）市内における創業等への支援 

〇 施策の展開方向２）商店街の活性化と商工業者の経営基盤の強化 

 

 

〇 施策の展開方向１）地域資源や産業資源を活用した観光事業の推進 

〇 施策の展開方向２）ブランド・プロモーションの推進 

 

  

（１）防災 

（２）都市づくり 

（３）自然環境 

（４）商工業、勤労者支援 

（５）観光、ブランド・プロモーション 

東大和市の全景 
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〇 施策の展開方向１） 災害対応力の強化 

大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、迅速かつ的確な初動活動や

復旧活動が展開できるよう、市の災害対応力の強化を図ります。 

 

【主な具体的な事業】 

  ① 防災訓練の実施【防災安全課】 

    市民の防災意識の向上や災害発生時の避難所の円滑な運営などを目的として、関係機

関や市民との協力体制の確立に重点を置いた訓練を定期的に実施します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

防災訓練実施回数（年間） 
３回 

（令和４年度） 

３回以上 

（令和９年度） 

 

  ② 災害対策用物資等備蓄啓発事業の実施【防災安全課】 

    市民各自による食料、生活必需品等の備蓄を促進するために、市が実施する防災行事、

市報、自治会が実施する防災訓練等を通じて市民に周知・啓発を行います。    

実施目標 現状値 目指す取組 

生活必需品等の備蓄に係る市民へ

の周知又は講話の実施回数（年間） 

２５回 

（令和４年度） 

４６回 

（令和９年度） 

    

  ③ 民間事業者等との災害時応援協定の締結【防災安全課】 

    いつ起こるか分からない災害に備え、民間事業所等の保有する資源を活用した災害対

策を進めるため、民間事業者等と災害時応援協定を締結します。  

実施目標 現状値 目指す取組 

民間事業者等との間で締結してい

る災害時応援協定数（累計）（４月１

日現在） 

【第五次基本計画参考指標】 

９２協定 

（令和４年度） 

１０２協定 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                  

〇 東大和市地域防災計画 

〔平成３１年度（２０１９年度）修正〕 

〇 東大和市国土強靭化地域計画 

〔令和３年度（２０２１年度）策定〕 

  

（１）防災 
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〇 施策の展開方向１） メリハリのある都市空間の形成 

市の特長である緑豊かな自然環境を維持・保全しつつ、少子高齢化と人口減少が進展す

る中においても賑わい、交流、活力のあるまちづくりを進めるために、メリハリのある都

市空間の形成を目指していきます。 

 

【主な具体的な事業】 

  ① 東大和市都市マスタープランの改定【都市づくり課】 

第三次基本構想及び第五次基本計画に即した都市づくりを進めるため、その方針とな

る都市マスタープランを改定します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

改定後の都市マスタープランにお

いて、賑わい・交流・活力の創出に

資する位置付けを行った拠点等の

数（累計） 

－ 

（令和４年度） 

２件 

（令和９年度） 

 

  ② 地区別まちづくり方針等の策定【都市づくり課】 

    拠点等において魅力的なまちづくりを進めるため、必要に応じて地区別まちづくり方

針等を策定します。    

実施目標 現状値 目指す取組 

地区別まちづくり方針等の策定数 

（累計） 

１件 

（令和４年度） 

２件 

（令和９年度） 

  

 ③ 地域地区等（生産緑地地区を除く）の決定・変更【都市づくり課】 

    都市マスタープランや地区別まちづくり方針等に掲げる土地利用を具現化するため、

地域地区等の決定・変更を行います。 

実施目標 現状値 目指す取組 

地域地区等（生産緑地地区を除く）

の決定・変更面積（累計）（３月３１

日現在） 

【第五次基本計画参考指標】 

６ha 

（令和４年度） 

６ha以上 

（令和９年度） 

 

  

（２）都市づくり 
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〇 施策の展開方向２） 住宅都市としての魅力向上 

街並みが整い、水や緑を感じることができるまちの魅力を生かして、定住人口の増加を

目指し、住みたい、住み続けたいと思える住環境を維持・整備していきます。 

 

【主な具体的な事業】 

 ① 生産緑地地区の保全【都市づくり課】 

    良好な住環境を維持するために生産緑地地区の保全に努めるとともに、住環境との調

和を図りながら域内農業の持続可能性を高める取組を検討します。 

 実施目標 現状値 目指す取組 

特定生産緑地地区の面積（累計） 
２４．５０ha 

（令和４年度） 

２２．３４ha以上 

（令和９年度） 

  

  ② 定住促進に資する取組の実施【都市づくり課】 

    家族向けの質の高い住宅の整備促進など子育て世代の定住促進に資する取組を実施し

ます。 

実施目標 現状値 目指す取組 

定住促進に資する取組の数（累計） 
０件 

（令和４年度） 

２件 

（令和９年度） 

 

③ 空家等対策に関する取組の実施【都市づくり課】 

    民間事業者等と連携した空家の適正管理に向けた支援策など空家等対策に関する取組

を実施します。   

実施目標 現状値 目指す取組 

空家等対策に関する取組の数（累計） 
１件 

（令和４年度） 

３件 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                   

〇 東大和市都市マスタープラン（改定） 

〔計画期間：平成２７年度（２０１５年度）～令和６年度（２０２４年度）〕 

〇 東大和市空家等対策計画 

〔計画期間：令和５年度（２０２３年度）～令和１４年度（２０３２年度）〕 
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〇 施策の展開方向１） 緑と水辺環境の保全・活用 

市の魅力である豊かな自然環境を守るため、緑と水辺環境の保全・活用に努めます。 

 

【主な具体的な事業】 

  ① 狭山丘陵の適正な管理【土木公園課（都市基盤課）】  

東大和狭山緑地等において、市民団体等と連携して、萌芽更新エリア等の適正な保全

を行います。 

実施目標 現状値 目指す取組 

市民団体等と連携した保全活動回

数（年間） 

４回 

（令和４年度） 

６回 

（令和９年度） 

 

    ② 狭山緑地の魅力を活かした体験講座の開催【土木公園課（都市基盤課）】 

      里山環境の保全の大切さを実感できる機会を創出するため、市民団体などの協力のも

と、市民等を対象に、狭山緑地に生育する植物等を活用した、自然とふれ合う体験講座

を開催します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

体験講座の開催回数（年間） 
４回 

（令和４年度） 

４回以上 

（令和９年度） 

    

③ 二ツ池の保全【環境対策課・土木公園課（都市基盤課）】  

      狭山丘陵内の貴重な水資源である、二ツ池において、水辺の生態系を保全していきま

す。 

実施目標 現状値 目指す取組 

二ツ池における生態系保全活動の

実施回数（年間） 

０回 

（令和４年度） 

５回 

（令和９年度） 

 

（３）自然環境 

二ツ池かいぼりのようす 
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〇 施策の展開方向２） 緑の拠点とネットワークづくり 

地域の特性を生かした緑の拠点づくりと、緑と水の連続性の確保によるネットワークの

形成に努めます。 

 

【主な具体的な事業】 

① 公園施設の長寿命化対策【土木公園課（都市基盤課）】 

設置から相当年数が経過し、老朽化が進んだ公園施設について、機能の維持・向上を

図るため、遊具の点検等により、不具合箇所を把握し改善に努めることで、施設の長寿

命化対策を推進します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

公園施設の長寿命化対策として整

備した公園の数（累計） 

２箇所 

（令和４年度） 

８箇所 

（令和９年度） 

 

② 特色ある公園の整備【土木公園課（都市基盤課）】  

    公園の活用促進を図るため、市民のニーズやまちづくりとの一体性などを踏まえなが

ら、特色ある公園を整備します。  

実施目標 現状値 目指す取組 

特色ある公園として再整備する公

園の数（累計） 

３箇所 

（令和４年度） 

４箇所 

（令和９年度） 

 

③ 市民花壇等の整備【土木公園課（都市基盤課）】 

  公園やこども広場の敷地の一部、駅前広場等に、市民団体や地域住民が花を植え、 

管理できる花壇の整備を進め、花木による緑のネットワークを形成します。     

実施目標 現状値 目指す取組 

市民協働で管理されている駅周辺

や公園等の花壇の箇所数（累計） 

２４箇所 

（令和４年度） 

２９箇所 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                   

〇 第二次東大和市環境基本計画 

〔計画期間：平成２９年度（２０１７年度）～令和８年度（２０２６年度）〕 

〇 第二次東大和市緑の基本計画 

〔計画期間：平成３１年度（２０１９年度）～令和１０年度（２０２８年度）〕 
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〇 施策の展開方向１） 市内における創業等への支援 

賑わいのある商店街づくりや地域産業の活性化のため、市内における創業者や新たな事業

展開を行う方に対する支援に努めます。 

 

【主な具体的な事業】 

 ① 創業者支援事業の実施【産業振興課】 

    創業に関心のある方又は創業を考えている方に対して創業支援を行うため、創業塾な

どの創業者支援事業を実施します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

創業者支援事業による創業者数（年間） 

【第五次基本計画参考指標】 

７人 

（令和４年度） 

７人以上 

（令和９年度） 

 

  ② 創業に関する相談支援事業の実施【産業振興課】 

創業に関心のある方又は創業を考えている方を対象として、創業に関する窓口相談、

情報提供等を行います。 

実施目標 現状値 目指す取組 

創業に関する相談の件数（年間） 
１０件 

（令和４年度） 

２０件 

（令和９年度） 

 

  ③ 創業チャレンジ施設運営管理事業の実施【産業振興課】 

    市内創業を考えている方への実践的支援として、本格的に店を出す前の仮創業や、得

意分野を活かす起業の場が求められていることから、こうした需要に対応するため、創

業チャレンジ施設「チェレステガーデン」を活用し、実創業に向けた支援を行います。 

実施目標 現状値 目指す取組 

創業チャレンジ施設の数（累計） 
１施設 

（令和４年度） 

１施設 

（令和９年度） 

 

  

（４）商工業、勤労者支援 
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〇 施策の展開方向２） 商店街の活性化と商工業者の経営基盤の強化 

商店街の活性化を図るとともに、商工業者の経営基盤を強化するための取組を推進します。 

 

【主な具体的な事業】 

 ① 商工業者の経営基盤の強化【産業振興課】 

    商工会と連携して商工業者の相談、指導等の支援策の充実を図るとともに、事業資金

融資のためのあっせん制度等の充実を図り、商工業者の経営基盤の強化を支援します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

運転資金等の融資あっせん件数（年間） 
３０件 

（令和４年度） 

４５件 

（令和９年度） 

 

 ② 商店街等の活性化の促進【産業振興課】 

    商店街等を対象に、商店街等が実施するイベントに対する補助金を交付し、商店街等

の振興や活性化を図るためのイベント等の開催を支援します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

商店街等が実施するイベントの回数 

（年間） 

８回 

（令和４年度） 

８回以上 

（令和９年度） 

 

  ③ 活気ある商店街づくり事業の実施【産業振興課】 

商店街の活性化を図るため、商工会と連携し、創業チャレンジ施設「チェレステガー 

デン」の活用により、商店街と施設の利用事業者との連携強化を図ります。 

実施目標 現状値 目指す取組 

商店街と連携した創業チャレンジ

施設利用事業者数（年間） 

１１事業者 

（令和４年度） 

１１事業者以上 

（令和９年度） 

 

＜関連する個別計画＞                                   

〇 東大和市産業振興基本計画 

〔計画期間：平成２５年度（２０１３年度）～令和５年度（２０２３年度）〕 

〇 東大和市産業振興基本計画（令和５年度改定） 

〔令和５年度（２０２３年度）策定予定〕 
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〇 施策の展開方向１） 地域資源や産業資源を活用した観光事業の推進 
多様な関係機関との連携・協力のもと、多摩湖や狭山丘陵などの地域資源や産業資源を

活用した観光事業を推進し、交流人口の増加を目指します。 

 

【主な具体的な事業】 

  ① うまかんべぇ～祭及び産業まつりの開催【産業振興課】 

賑わいの創出と地産品の周知、活用を促進するとともに、市民の交流促進を図るため、 

うまかんべぇ～祭及び産業まつりの開催を支援します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

うまかんべぇ～祭及び産業まつり

の延べ来場者数 

うまかんべぇ～祭 
中止 

（令和４年度） 

うまかんべぇ～祭 
８６，５００人 
（令和９年度） 

産業まつり 
１１，４２７人 
（令和４年度） 

産業まつり 
３２，０００人 
（令和９年度） 

          ※ 令和５年度のうまかんべぇ～祭の延べ来場者数 ５３，０００人 

 

  ② スイーツウォーキングの開催【産業振興課】 

    賑わいの創出と、市の魅力の一つであるスイーツ店の魅力を紹介するため、市内外か

らの参加を促すスイーツウォーキングを開催します。 

実施目標 現状値 目指す取組 

スイーツウォーキングの参加店舗数 
１７店舗 

（平成３１年度） 

１７店舗以上 

（令和９年度） 

    ※ 現状値は、平成３１年度の実績値。令和２年度から令和４年度までは新型コロナ

ウイルス感染症の影響から、レシートを集めて応募する形式のキャンペーンに変更

したため、現状値にはしていない。 

 

  ③ 観光ガイド事業の実施【産業振興課】 

観光客に対し、観光情報や文化財等の情報をわかりやすく伝えるため、ボランティア

ガイドの養成及び支援をします。 

実施目標 現状値 目指す取組 

観光ボランティアガイド登録者数 

（累計）（４月１日現在） 

２１人 

（令和４年度） 

２１人以上 

（令和９年度） 

 

 

〇 施策の展開方向２） ブランド・プロモーションの推進 

市のイメージをブランド化し、市内外に向けて市の魅力や特長を情報発信することにより、

転入の促進と転出の抑制を目指します。 

なお、ブランド・プロモーションの推進に関する施策の実行計画（アクションプラン）は、

別に定めます。 

  

（５）観光、ブランド・プロモーション 
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横断的な取組 デジタル技術を活用した取組 

 
３つの基本目標を達成するために、デジタル技術を活用し、より効果的、効率的な施策の推進を図

ります。また、市民生活の質や地域の魅力の向上を図るため、デジタル技術を活用します。 

 

１ 子ども・子育て支援施策の推進 

 

 
 

 

 

 

① 

ＧＩＧＡスク

ール構想に基

づき配置した

児童・生徒の

１人１台端末

の効果的な活

用 

■１人１台端末を活用し、海外在住の外国人講師とオンラインで結び、マン

ツーマンでの英会話レッスンを行い、一人一人の英語力に合わせた学びの機

会を提供します。【教育指導課】 

■１人１台端末にＡＩ型教材ソフト等を導入し、個々の理解度に応じた学び

をいつでもどこでも行える環境を整備し、学習に対する不安を軽減し、基礎

学力の定着を図ります。【教育指導課】 

■不登校や悩みを抱える児童・生徒等が１人１台端末を使い、オンラインで

スクールカウンセラーに相談したり、端末の機能を活用してメッセージ相談

を行ったりできる環境を整え、不安を軽減し、課題の解決につなげていきま

す。【教育指導課】 

 

 

 

 

 

① 

子どもの見

守りメール

システムの

活用 

■子どもたちの見守りとして、希望する保護者に提供している小学校の登

下校時や学童保育所の通退所時の見守りメールシステムについて、継続し

て使用できる環境に配慮します。【青少年課、教育総務課】 

② 

小・中学校の

授業における

デジタル教科

書の活用 

■紙の教科書、デジタル教科書の良さを活かし、学習内容に適した学びを

行い主体的に深く学べる環境を整えます。【教育指導課】 

③ 

校務ＤＸを通

じた働き方改

革の推進によ

る児童・生徒

と向き合う時

間の充実 

■ＡＩ型教材等を使い、教育データの分析や利活用を行い、校務改善や業

務削減を推進することで、授業づくりや児童・生徒と向き合う時間を充実

させます。【教育指導課】 

（１）子どもたちの健全育成 

（２）学校教育 
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２ 健康・高齢者施策の推進 

 

 

 

 

① 

「子育て応

援アプリ」

の利用促進 

■乳幼児の健康の保持増進、病気等の予防及び早期発見を図るために、現

在導入している「子育て応援アプリ」の利用促進を図ります。 

【健康推進課】 

 

② 
電子母子健

康手帳の導入 

■母子保健事業の充実を図るために、国が推進する電子母子健康手帳の導

入について研究します。【健康推進課】 

 

 

 

 

① 

東大和元気

ゆうゆうポ

イント事業

におけるデ

ジタル技術

の活用 

■介護予防活動への参加・継続への動機付けとして実施している東大和元

気ゆうゆうポイント事業のポイントの付与及び景品交換について、デジタ

ル技術を活用した手法を研究します。【地域包括ケア推進課】 

 

② 

「ただいま

オレンジ」

事業の利用

促進 

■認知症の方が安心して暮らせるよう、認知症高齢者等見守りが必要な方

にＱＲコードラベルシールを交付し、発見者がＱＲコードを読み取ること

で、家族等にメールが送信され、伝言板でやり取りが可能となる「ただい

まオレンジ」事業の利用促進を図ります。【地域包括ケア推進課】 

 

 

 

① 
地区公民館への

Wi-Fiの整備 

■現在整備されている中央公民館に加え、地区公民館にWi-Fi環境を整備

し、オンラインを活用した講座の運営や利用グループのオンライン活用を

支援し、学習環境の充実を図ります。【中央公民館】 

 

② 

図書館事業

におけるデ

ジタル技術

の活用 

■デジタル技術を活用し、新たにスマートフォン、マイナンバーカード等

で図書の貸出ができる機能を付与するとともに、セルフ貸出機を導入し、

利便性の向上を図ります。【中央図書館】 

（１）保健・医療 

 

 

 

 

 

（２）高齢者福祉 

 

 

 

 

 

（３）生涯学習 
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３ 都市の価値を高める施策の推進 

 

 

 

① 

被災者生活

再建支援シ

ステムの運用 

■現在、導入している被災者生活再建支援システムを引き続き運用しま

す。【防災安全課】 

 

② 

クラウド型

被災者支援

システムの

導入 

■災害時に被災者の対応が迅速・適切にできるようにするために内閣府が

構築を進めているクラウド型被災者支援システムの導入について研究しま

す。【防災安全課】 

 

 

 

① 

デジタル技

術を活用した

産業活性化 

■新型コロナウイルス感染症の影響を受けている市内店舗を応援するた

め、デジタル技術を活用したキャッシュレス決済によるポイント還元事業

を行い、対象店舗の売上向上とキャッシュレス決済の利用促進を図りまし

たが、今後のデジタル技術を活用した産業活性化については、商工会等関

係機関と連携しながら研究します。【産業振興課】 

 

 

 

 

 

 

  

（１）防災 

 

 

 

 

 

（２）商工業 
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４ 行政サービスのデジタル化 

  上記の取組のほか、行政サービスについて、デジタル技術を活用して市民の利便性の向上を図

ります。 

 

① 

マイナンバ

ーカードの

普及と利用促進 

■国においてマイナンバーカードの普及促進と利活用の拡大の取組が進ん

でおり、市においても市民の利便性の向上を図るため、マイナンバーカー

ドの普及と利用促進を図ります。【デジタル政策課（デジタル推進課）、

市民課】 

 

② 

「書かない

窓口」の導入 

 

■市民の利便性の向上を図るため、デジタル技術を活用して、市役所窓口

に来庁した市民が、申請書等に手書きをする必要がなく、職員の聞取りと

署名のみで手続が完了できる「書かない窓口」を導入します。 

【デジタル政策課（デジタル推進課）、市民課、関係課】 

 

③ 

各種証明書

等のオンラ

イン申請

（スマート

申請）の導入 

■市民の利便性の向上を図るため、デジタル技術を活用して、各種証明書

等の取得に当たり、スマートフォンから申請及び決済ができ、かつ、市役

所に行かずに郵送により取得ができるスマート申請を導入します。 

【デジタル政策課（デジタル推進課）、関係課】 

 

④ 

行政サービ

スに対する

オンライン

決済の推進 

■証明書等のほか、各種利用料・手数料について、オンラインで決済が可

能となるように検討します。また、多様な決済事業者を利用できるように

キャッシュレス化を推進します。【デジタル政策課（デジタル推進課）、

関係課】 

 

⑤ 

LINEの活用

による多様

なサービス

の提供 

■コミュニケーションアプリLINEを活用して、必要な人に必要な情報を提

供するため年齢や属性などに応じた情報配信（セグメント配信）を行うと

ともに、窓口予約、各種手続、市民アンケート等の機能を利用できるよう

にします。【デジタル政策課（デジタル推進課）、秘書広報課（市長

室）、関係課】 

 

⑥ 

オンライン

申請フォー

ムの活用 

■イベントへの参加申込みや参加者アンケートにオンライン申請フォーム

を積極的に活用し、参加者の利便性を高めます。【デジタル政策課（デジ

タル推進課）、関係課】 
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５ デジタルデバイド対策 

デジタルデバイド（インターネット、パソコン等の情報通信技術を利用できる方と利用できな

い方との間に生じる格差）を解消するために次の対策を行います。 

   

① 

スマートフ

ォン教室の

開催 

■スマートフォンを持っていない方や操作に不慣れな方を対象として、東

京都や地域団体等と連携して、楽しみながらスマートフォンについて学ぶ

ことができる体験会（スマートフォン教室）を開催します。 

【地域包括ケア推進課、地域振興課、中央公民館】 

 

② 
自治会DXの

推進 

■自治会のＤＸ化の一環として、東京都の助成金を活用してスマートフォ

ン教室を開催することができる取組があることから、各自治会に適切に情

報提供をします。【地域振興課】 

 

 

＜関連する個別計画＞                                      

 

  〇 第五次東大和市情報化推進計画 

    〔計画期間：令和４年度（２０２２年度）～令和８年度（２０２６年度） 

〇 東大和市ＤＸプラン 

〔令和５年度（２０２３年度）策定予定〕 
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第８ 総合戦略アクションプランの施策の推進 
 

 

 

１ 進捗管理 

各基本目標に設定した重要業績評価指標（ＫＰＩ）、具体的な事業の実施目標等を基に、ＰＤＣＡ

サイクルにより、施策や事業の点検・評価を行い、「東大和市まち・ひと・しごと創生会議」の委

員の意見を参考に、実効性のある施策の推進を図ります。 

 

２ 国及び東京都との連携 

総合戦略アクションプランの施策の推進に当たり、国及び東京都との連携を図るとともに、地

方創生に関する各種制度を積極的に活用します。 

 

３ 他市町村、関係機関との連携 

他の市町村や市民、産業界、関係行政機関、教育機関、金融機関、報道機関等との意見交換や連

携により、施策の推進を図ります。 
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― 資料編 ― 
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第２期総合戦略アクションプランの基本目標における重要業績評価指標（KPI）、 

主な具体的な事業、実施目標等の一覧 

 

 

 
 

■ 目指す方向  

   人口の自然増を図る（出生数の増加による） 

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）【企画政策課・関係課】 

指標 現状値 目標値 

合計特殊出生率 
１．２１ 

（令和４年） 

１．６０ 

（令和９年） 

■ 主な具体的な事業、実施目標等 

   

基本目標１ 子ども・子育て支援施策の推進（第五次基本計画重要施策１） 

具体的な施策（第五

次基本計画の重要施

策の該当施策）

主な施策の展開方向 主な具体的な事業 取組課 実施目標 現状値 目指す取組

①　保育体制の充実 保育課
保育園の待機児童数

（４月１日現在）

０人

（令和４年度）

０人

　（令和９年度）

②　延長保育の実施 保育課
延長保育実施施設数

（４月１日現在）

２５施設

（令和４年度）

２７施設

（令和９年度）

③　一時預かり事業の運営支援 保育課
一時預かり事業実施施設数

（４月１日現在）

６施設

（令和４年度）

７施設

（令和９年度）

①　保育コンシェルジュによる

　　相談支援の実施
保育課

保育コンシェルジュの配置人数

（年間）

２人

（令和４年度）

２人

（令和９年度）

②　東大和市子どもと大人のや

くそく（東大和市子ども・子育

て憲章）の周知・啓発

子育て支援課
子どもと大人のやくそくの周

知・啓発の方法の数（年間）

９方法

（令和４年度）

９方法以上

（令和９年度）

③　子育てひろば事業（類似事

　　業を含む）の実施

子ども家庭支援

センター

青少年課

子育てひろば事業（類似事業を

含む）の延べ利用者数（年間）

２５，２９９人

（令和４年度）

２５，２９９人以上

（令和９年度）

①　学童保育環境の確保・向上 青少年課
学童保育所の待機児童数

（５月１日現在）

３７人

（令和４年度）

０人

（令和９年度）

②　学童保育所と放課後子ども

　　教室の連携
青少年課

学童保育所と放課後子ども教室

を学校内において一体型で実施

する学校数

（４月１日現在）

１校

（令和４年度）

４校

（令和９年度）

③　青少年対策事業の実施 青少年課

青少年対策地区委員会の委員長

で構成する青少年対策地区連絡

協議会や地区委員を対象とした

研修会への参加者数（年間）

２８人

（令和４年度）

８０人

（令和９年度）

①　学習意欲の向上及び学習習

　　慣の定着
教育指導課

ＡＩ教材ソフトを活用し、効果

的な学習ができたと回答した児

童・生徒の割合（年間）

―

（令和４年度）

８０％

（令和９年度）

②　オンライン英会話レッスン

の実施
教育指導課

生徒1人当たりのオンライン英

会話レッスンの時間数（年間）

０分

（令和４年度）

５００分

（令和９年度）

③　自己肯定感の向上 教育指導課
地域社会人材活用事業の実施校

数（年間）

０校

（令和４年度）

１５校

（令和９年度）

①　老朽化した学校の建替え及

　　び長寿命化改修の実施
教育総務課

建替え及び長寿命化改修の設計

に着手する学校数（累計）

０校

（令和４年度）

５校

（令和９年度）

②　いじめ防止対策の実施 教育指導課

いじめについて共に考える「保

護者プログラム」を活用した学

校数（年間）

９校

（令和４年度）

１５校

（令和９年度）

③　中学校グループにおける小

中一貫教育の推進
教育指導課

中学校グループにおける小中一

貫教育の下に行われる児童・生

徒の交流活動を実施した学校数

（年間）

３校

（令和４年度）

１５校

（令和９年度）

１　子育て支援

（１）安心して子ど

もを生み育てること

ができる環境づくり

（２）子どもたちの

成長と発達を支援す

る環境づくり

２　子どもたちの健

　　全育成

（１）子どもたちの

健やかな成長と自立

を支える環境づくり

３　学校教育

（１）生きる力を育

む教育の推進

（２）快適で充実し

た学校生活を支える

教育環境づくり
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基本目標２ 健康・高齢者施策の推進（第五次基本計画重要施策２） 

 

■ 目指す方向  

人口の自然増を図る（健康寿命の延伸による） 

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）【健康推進課・関係課】 

指標 現状値 目標値 

６５歳健康寿命 

男性 
８３.４７歳   

（令和３年）  
男性 

８４．５２歳 

（令和９年） 

女性 
８６.６２歳 
（令和３年） 

女性 
８７．７２歳 
（令和９年） 

■ 主な具体的な事業、実施目標等 

具体的な施策（第五

次基本計画の重要施

策の該当施策）

主な施策の展開方向 主な具体的な事業 取組課 実施目標 現状値 目指す取組

①　健幸都市宣言の周

知・啓発
健康推進課

健幸都市宣言の周知・啓発の

方法の数（年間）

３方法

（令和４年度）

３方法以上

（令和９年度）

②　母子保健健康相談

事業の実施
健康推進課

健康相談事業利用者数

（年間）

すこやか広場

　４０１人

歯科相談

　６７６人

（令和４年度）

すこやか広場

　７００人以上

歯科相談

　６７６人以上

（令和９年度）

③　生活習慣の改善や

運動習慣の定着を図る

事業の実施

健康推進課

生活習慣の改善や運動習慣の

定着を図るためのイベント事

業の実施回数（年間）

１回

（令和４年度）

１回以上

（令和９年度）

①　成人に対するがん

検診や各種健康診査な

どの実施

健康推進課

市が実施するがん検診の検診

票送付者に対する受診者の割

合（年間）

胃　　７１．３％

子宮　８６．９％

肺　　８５．７％

乳　　８８．８％

大腸　８２．７％

（令和４年度）

５がん検診について

９５.０％

（令和９年度）

②　定期予防接種の実

施
健康推進課

接種率

（前年度対象者が本年度接種

した場合は接種数に含めて計

上するため、接種率が１０

０％を超える場合がある。）

　（年間）

麻しん風しん混合ワク

チン（ＭＲ）

１期１０１．６％

２期　９５．７％

結核（ＢＣＧ）

９４．９％

（令和４年度）

９５.０%以上

（令和９年度）

③　妊産婦や乳幼児へ

の健康診査等の実施
健康推進課

３～４か月児健康診査及び３

歳児健康診査の受診率（年

間）

３～４か月児健康診査

９６.０％

３歳児健康診査

８５．５％

（令和４年度）

３～４か月児健康診査

９６％以上

３歳児健康診査

９０％

（令和９年度）

①　東大和元気ゆうゆ

うポイント事業の実施

地域包括ケア

推進課

東大和元気ゆうゆうポイント

事業への延べ参加者数

（年間）

３３，８４５人

（令和４年度）

３４，４５０人

（令和９年度）

②　地域介護予防活動

支援事業の実施

地域包括ケア

推進課

介護予防リーダー養成講座

（隔年）及び体操普及推進員

養成講座（毎年）の参加者数

介護予防リーダー

　７人

（令和３年度）

体操普及推進員

　１１人

（令和４年度）

介護予防リーダー

　１５人

（令和９年度）

体操普及推進員

　１５人

（令和９年度）

③　介護予防普及啓発

事業の実施

地域包括ケア

推進課

介護予防教室の延べ参加人数

（年間）

１，０５５人

（令和４年度）

１，０５５人以上

（令和９年度）

①　認知症サポーター

養成事業の実施

地域包括ケア

推進課

認知症サポーター養成講座の

延べ修了者数（年間）

４９７人

（令和４年度）

４９７人以上

（令和９年度）

②　多職種連携研修会

の開催

地域包括ケア

推進課

多職種連携研修会の延べ参加

人数（年間）

５７人

（令和４年度）

８０人

（令和９年度）

③　高齢者見守りぼっ

くす事業の実施

地域包括ケア

推進課

高齢者見守りぼっくす事業に

おける相談延べ件数（年間）

３，７１５件

（令和４年度）

３，７１５件以上

（令和９年度）

①　学びあいガイドの

発行
生涯学習課

人材バンク登録者による体験

講座を受講し、当該登録者を

活用した件数（年間）

１件

（令和４年度）

１講座以上

（令和９年度）

②　生涯学習に取り組

む団体の形成・支援
中央公民館

公民館定期利用グループ数

（３月３１日現在）

３９３グループ

（令和４年度）

４２０グループ

（令和９年度）

③　図書館資料の充実 中央図書館
市民１人当たりの貸出冊数

（年間）

７．３冊

（令和４年度）

７．８冊

（令和９年度）

①　生涯スポーツの振

興
生涯学習課

東大和市民体育大会延べ参加

者数

３，５０３人

（令和４年度）

１６，３００人

（令和９年度）

②　スポーツ大会の開

催
生涯学習課 多摩湖駅伝大会申込チーム数

２４１チーム

（令和４年度）

５００チーム

（令和９年度）

③　スポーツ施設の利

用者の拡大
生涯学習課

市民体育館の個人及び団体の

利用回数（年間）

個人

４４，６７７回

団体

５，６３６回

（令和４年度）

個人

　７０，０００回

団体

　５，７００回

（令和９年度）

４　スポーツ、レク

　　リエーション

（１）スポーツを楽

しめる場と機会の提

供

１　保健、医療

（１）市民の自主

的・自発的な健康づ

くりの促進

（２）病気の予防及

び早期発見・早期治

療のための環境づく

り

２　高齢者福祉

（１）高齢者の就業

や社会参加の機会拡

大及び介護予防の促

進

（２）高齢者が地域

で安心して暮らすこ

とができる環境づく

り

３　生涯学習

（１）多様なニーズ

に応じた学習機会と

学習情報の提供
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基本目標３ 都市の価値を高める施策の推進（第五次基本計画重要施策３） 
 
■ 目指す方向  

  ・人口の社会増を図る（転入の促進及び転出の抑制による） 
  ・地域の活性化を図る 
■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）【企画政策課・関係課】 

指標 現状値 目標値 

社会増減数（累計） ８５人超過（令和４年） １，５００人超過（令和９年） 
 

指標 現状値 目標値 

東大和市の滞在人口のうち市外の方の人数  
（毎年４月の休日１４時に滞在していた１５ 
歳以上８０歳未満の人数の月間平均値） 

市外の方１１，５２４人 
（令和４年度） 

市外の方１１，５２４人以上 
（令和９年度） 

■ 主な具体的な事業、実施目標等 

具体的な施策（第五次

基本計画の重要施策の

該当施策）

主な施策の展開方向 主な具体的な事業 取組課 実施目標 現状値 目指す取組

①　防災訓練の実施 防災安全課 防災訓練実施回数（年間）
３回

（令和４年度）

３回以上

（令和９年度）

②　災害対策用物資等備

蓄啓発事業の実施
防災安全課

生活必需品等の備蓄に係る市

民への周知又は講話の実施回

数（年間）

２５回

（令和４年度）

４６回以上

（令和９年度）

③　民間事業者等との災

害時応援協定の締結
防災安全課

民間事業者等との間で締結し

ている災害時応援協定数（累

計）（４月１日現在）

９２協定

（令和４年度）

１０２協定

（令和９年度）

①　東大和市都市マス

タープランの改定
都市づくり課

改定後の都市マスタープラン

において、賑わい・交流・活

力の創出に資する位置付けを

行った拠点等の数（累計）

－

（令和４年度）

２件

（令和９年度）

②　地区別まちづくり方

針等の策定
都市づくり課

地区別まちづくり方針等の策

定数（累計）

１件

（令和４年度）

２件

（令和９年度）

③　地域地区等（生産緑

地地区を除く）の決定・

変更

都市づくり課

地域地区等（生産緑地地区を

除く）の決定・変更面積（累

計）（３月３１日現在）

６ha

（令和４年度）

６ha以上

（令和９年度）

①　生産緑地地区の保全 都市づくり課
特定生産緑地地区の面積（累

計）

２４．５０ha

（令和４年度）

２２．３４ha以上

（令和９年度）

②　定住促進に資する取

組の実施
都市づくり課

定住促進に資する取組の数

（累計）

０件

（令和４年度）

２件

（令和９年度）

③　空家等対策に関する

取組の実施
都市づくり課

空家等対策に関する取組の数

（累計）

１件

（令和４年度）

３件

（令和９年度）

①　狭山丘陵の適正な管

理

土木公園課

（都市基盤課）

市民団体等と連携した保全活

動回数（年間）

４回

（令和４年度）

６回

（令和９年度）

②　狭山緑地の魅力を活

かした体験講座の開催

土木公園課

（都市基盤課）
体験講座の開催回数（年間）

４回

（令和４年度）

４回以上

（令和９年度）

③　二ツ池の保全
土木公園課

（都市基盤課）

二ツ池における生態系保全活

動の実施回数（年間）

０回

（令和４年度）

５回

（令和９年度）

①　公園施設の長寿命化

対策

土木公園課

（都市基盤課）

公園施設の長寿命化対策とし

て整備した公園の数（累計）

２箇所

（令和４年度）

８箇所

（令和９年度）

②　特色ある公園の整備
土木公園課

（都市基盤課）

特色ある公園として再整備す

る公園の数（累計）

３箇所

（令和４年度）

４箇所

（令和９年度）

③　市民花壇等の整備
土木公園課

（都市基盤課）

市民協働で管理されている駅

周辺や公園等の花壇の箇所数

（累計）

２４箇所

（令和４年度）

２９箇所

（令和９年度）

①　創業者支援事業の実

施
産業振興課

創業者支援事業による創業者

数（年間）

７人

（令和４年度）

７人以上

（令和９年度）

②　創業に関する相談支

援事業の実施
産業振興課

創業に関する相談の件数（年

間）

１０件

（令和４年度）

２０件

（令和９年度）

③　創業チャレンジ施設

運営管理事業の実施
産業振興課

創業チャレンジ施設の数（累

計）

１施設

（令和４年度）

１施設

（令和９年度）

①　商工業者の経営基盤

の強化
産業振興課

運転資金等の融資あっせん件

数（年間）

３０件

（令和４年度）

４５件

（令和９年度）

②　商店街等の活性化の

促進
産業振興課

商店街等が実施するイベント

の回数（年間）

８回

（令和４年度）

８回以上

（令和９年度）

③　活気ある商店街づく

り事業の実施
産業振興課

商店街と連携した創業チャレ

ンジ施設利用事業者数（年

間）

１１事業者

（令和４年度）

１１事業者以上

（令和９年度）

①　うまかんべぇ～祭及

び産業まつりの開催
産業振興課

うまかんべぇ～祭及び産業ま

つりの延べ来場者数

・うまかんべぇ～祭

中止

（令和４年度)

・産業まつり

１１，４２７人

（令和４年度）

・うまかんべぇ～祭

８６，５００人

（令和９年度)

・産業まつり

３２，０００人

（令和９年度）

②　スイーツウォーキン

グの開催
産業振興課

スイーツウォーキングの参加

店舗数

１７店舗

（平成３１年度）

１７店舗以上

（令和９年度）

③　観光ガイド事業の実

施
産業振興課

観光ボランティアガイド登録

者数（累計）（４月１日現

在）

２１人

（令和４年度）

２１人以上

（令和９年度）

（２）ブランド・プロ

モーションの推進

（１）市内における創

業等への支援

（２）商店街の活性化

と商工業者の経営基盤

の強化

５　観光、ブランド・

　　プロモーション

（１）地域資源や産業

資源を活用した観光事

業の推進

ブランド・プロモーションの推進に関する施策の実行計画（アクションプラン）は、別に定めます。

１　防災
（１）災害対応力の強

化

２　都市づくり

（１）メリハリのある

都市空間の形成

（２）住宅都市として

の魅力向上

３　自然環境

（１）緑と水辺環境の

保全・活用

（２）緑の拠点とネッ

トワークづくり

４　商工業、勤労者

　　支援
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横断的な取組 デジタル技術を活用した取組 

 

３つの基本目標を達成するために、デジタル技術を活用し、より効果的、効率的な施策の推進を図ります。また、市民生活の

質や地域の魅力の向上を図るため、デジタル技術を活用します。 

 

具体的な施策（第五次基本

計画の重要施策等）
主な施策の展開方向 主な具体的な事業 取組課

（１）子どもたちの

健全育成
①　子どもの見守りメールシステムの活用 青少年課

①ＧＩＧＡスクール構想に基づき配置した児童・生徒の１人１

台端末の効果的な活用
教育指導課

②小・中学校の授業におけるデジタル教科書の活用 教育指導課

③校務ＤＸを通じた働き方改革の推進による児童・生徒と向き

合う時間の充実
教育指導課

①　「子育て応援アプリ」の利用促進 健康推進課

②　電子母子健康手帳の導入 健康推進課

①　東大和元気ゆうゆうポイント事業におけるデジタル技術の

活用
地域包括ケア推進課

②「ただいまオレンジ」事業の利用促進 地域包括ケア推進課

①地区公民館へのWi-Fiの整備 中央公民館

②図書館事業におけるデジタル技術の活用 中央図書館

①被災者生活再建支援システムの運用 防災安全課

②クラウド型被災者支援システムの導入 防災安全課

（２）商工業 ①デジタル技術を活用した産業活性化 産業振興課

①マイナンバーカードの普及と利用促進
デジタル政策課（デジタル推進課）、

市民課

②「書かない窓口」の導入
デジタル政策課（デジタル推進課）、

市民課、関係課

③各種証明書等のオンライン申請（スマート申請）の導入
デジタル政策課（デジタル推進課）、

関係課

④行政サービスに対するオンライン決済の推進
デジタル政策課（デジタル推進課）、

関係課

⑤LINEの活用による多様なサービスの提供
デジタル政策課（デジタル推進課）、

秘書広報課（市長室）、関係課

⑥オンライン申請フォームの活用
デジタル政策課（デジタル推進課）、

関係課

①スマートフォン教室の開催
地域包括ケア推進課、地域振興課、

中央公民館

②自治会DXの推進 地域振興課

（２）学校教育

１　子ども・子育て支援施

策の推進

（１）保健・医療

（２）高齢者福祉

（３）生涯学習

（１）防災

３　都市の価値を高める施

策の推進

行政サービスのデジ

タル化

デジタルデバイド対

策

２　健康・高齢者施策の推

進

４　行政サービスのデジタ

ル化

５　デジタルデバイド対策
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